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自己株式の処分及び株式の売出しに関するお知らせ 

 

 平成 18 年２月 17 日開催の当社取締役会において、自己株式の処分及び当社株式の売出しに関し、

下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 自己株式の処分にかかる株式売出し 

(１) 処 分 株 式 数  当社普通株式  500,000 株 

(２) 処 分 価 額  日本証券業協会の定める公正慣習規則第14号第７条の２に規定され

る方式により、売出価格等決定日（平成18年２月 27 日(月)から平成

18年３月２日(木)までの間のいずれかの日。以下「売出価格等決定日」

という。）における株式会社東京証券取引所の終値（当日に終値のない

場合は、その日に先立つ直近日の終値）に 0.90～1.00 を乗じた価格

（１円未満端数切捨て）を仮条件として、需要状況を勘案した上で売

出価格等決定日に決定する。 

(３) 処 分 方 法  売出しとし、野村證券株式会社及び日興シティグループ証券株式会社

（以下「引受人」と総称する。）に全株式を買取引受けさせる。 

なお、売出価格は上記（２）処分価額に記載の処分価額と同一とする。

(４) 申 込 期 間  売出価格等決定日の翌営業日から売出価格等決定日の２営業日後の日

まで。 

(５) 払 込 期 日  平成 18年３月６日（月）から平成18年３月９日（木）までの間のい

ずれかの日。ただし、売出価格等決定日の５営業日後の日とする。 

(６) 受 渡 期 日  平成 18年３月７日（火）から平成 18年３月 10日（金）までの間のい

ずれかの日。ただし、上記（５）払込期日に記載の払込期日の翌営業

日とする。 

(７) 申 込 証 拠 金  １株につき売出価格と同一の金額とする。 

(８) 申 込 株 数 単 位  100 株 

(９) 処分価額、その他本売出しに関し必要な一切の事項の決定については、代表取締役会長 酒井秀樹

に一任する。 

(10) 本売出しについては、本日付で証券取引法による有価証券通知書を提出している。 
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２． 株式売出し（当社株主による売出し） 

(１) 売 出 株 式 数 当社普通株式  300,000 株 

(２) 売 出 人 あいおい損害保険株式会社 

(３) 売 出 価 格 日本証券業協会の定める公正慣習規則第 14 号第７条の２に規定され

る方式により、売出価格等決定日に決定する。なお、売出価格は１．

自己株式の処分にかかる株式売出し(２)処分価額に記載の処分価額

と同一とする。 

(４) 売 出 方 法 １．自己株式の処分にかかる株式売出し(３)処分方法に記載の売出方

法と同一とし、引受人に全株式を買取引受けさせる。 

(５) 申 込 期 間 １．自己株式の処分にかかる株式売出し(４)申込期間に記載の申込期

間と同一とする。 

(６) 受 渡 期 日 １．自己株式の処分にかかる株式売出し(６)受渡期日に記載の受渡期

日と同一とする。 

(７) 申 込 証 拠 金 １株につき売出価格と同一の金額とする。 

(８) 申 込 株 数 単 位 100 株 

(９) 売出価格、その他本売出しに関し必要な一切の事項の決定については、代表取締役会長 酒井秀樹

に一任する。 

(10) 本売出しについては、本日付で証券取引法による有価証券通知書を提出している。 

 

 

＜ご参考＞ 

１．自己株式の処分及び株式の売出しの目的 

今般、上記自己株式の処分及び株式の売出しを実施することといたしましたが、これは当社株式

の分布状況の改善と株主数の拡大を目的としたものであります。 

 

２．今回の自己株式の処分による自己株式数の推移 

現在の自己株式数 1,594,713 株 （平成 18 年１月 31 日現在）

処分株式数 500,000 株  

処分後の自己株式数 1,094,713 株  

 

３．自己株式の処分による手取金の使途 

今回の自己株式の処分にかかる株式売出しの手取概算額 7,832,000,000 円については、設備資金等

に充当する予定であります。 

 

  

以   上 


